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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２４年１２月１１日（火）午前　９時５８分　開会

　　　　　　　　　　　　　　午前１１時　３分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員
委 員 長　三好義治  副委員長　上村高義  委　　員　藤浦雅彦
委　　員　南野直司  委　　員　三宅秀明  委　　員　野口　博

１．欠席委員
なし

　　　　
１．説明のため出席した者

　　市　長　森山一正 　　　副市長　小野吉孝

市長公室長兼会計管理者　乾　富治　　同室次長　山本和憲
秘書課長　池上　彰　　
総務部長　有山　泉 同部次長兼財政課長　北野人士
防災管財課長　西川　聡　　市民税課長　和田元伸
消防長　北居　一 消防本部次長兼消防署長　　熊野　誠
総務課長　納家浩二

１．出席した議会事務局職員
事務局長　寺本敏彦 同局総括参与　野杁雄三

１．審査案件（審査順）
議案第５４号　平成２４年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分
議案第６２号　摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件
議案第６３号　摂津市営住宅条例の一部を改正する条例制定の件
議案第６６号　摂津市消防団条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前９時５８分　開会）

○三好義治委員長　ただいまから総務常

任委員会を開会します。

　理事者から挨拶を受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　師走に入りまして、早１０日が過ぎま

した。慌ただしい中、きょうは総務常任

委員会をお持ちいただきましてありがと

うございます。

　本日は、過日の本会議で当委員会に付

託されました４件の議案について、ご審

査をいただきますが、何とぞ慎重審査の

上、ご可決賜りますよう、よろしくお願

いいたします。

　一旦退席させていただきます。

○三好義治委員長　挨拶が終わりました。

　本日の委員会記録署名委員は三宅委員

を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しております案のとおり行うことに

異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　異議なしと認め、そ

のように決定します。

　暫時休憩します。

（午前　９時５９分　休憩）

（午前１０時　　　　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　議案第５４号所管分の審査を行います。

　本件について、補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　野口委員。

○野口博委員　おはようございます。

　最初に１５ページに緊急雇用創出基金

事業補助金１０９万５，０００円が計上

されていますけれども、その根拠につい

て、まず第１点をお伺いします。

　二つ目は、２１ページに市たばこ税大

阪府交付金４，５７６万１，０００円が

計上されています。平成２３年度、平成

２２年分として、この間、法律改正に基

づいて課税定額の２倍を超える分につい

て大阪府に交付してきましたけども、今

回のこの返還分についての背景について、

ご説明いただきたい。

　あわせて、市役所の食堂にまだ業者の

自動販売機がありますけども、その辺の

問題も含めて、現状どういうふうに動い

ているのかお聞かせいただければと思い

ます。

　二つ目は、人件費が削減されています。

全課にかかわる問題でありますけども、

今年の第１回定例会で条例改正がありま

して、それに伴う減額補正であります。

平成１７年度の人勧に基づいて、全国的

には平成１８年度に実施ということあり

ますけども、本市は平成１９年度から実

施をして、当時、人勧に基づいて、約８，

３００民間事業所、３５万人の実態調査

を行って、官民格差は０．３％前後だと

いうことを参考にしながら、給与体系そ

のものを本格的に解消しました。

　そのことによって、０．３％じゃなく

て、たくさんの差が出たということで、

今日までその差額について保障するとい

う措置がなされてきましたけども、今回、

２年間で廃止をしていくということでの

今年度分の補正予算であります。

　この問題に対して、この間の経過につ

いてきちっと報告していただきたいのと、

影響を受ける職員の割合、３月の議会で

の副市長の説明では、約２割とおっしゃっ

てますけども、どのくらいなのか。あわ

せて本市の場合は、近隣各市と比べても

地域手当の問題がいつも論議されていま

す。この辺の取り組み方について、現状

どうなのかということもあわせて、この

際、お聞かせをいただきたいと思います。

　三つ目は、７ページに債務負担行為で
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建物等総合管理事業で３億６，２８７万

円、電気保安業務委託事業で３，８７８

万円が計上されてますけども、その中身

についてお聞かせをいただきたいと思い

ます。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　まず１点目の緊急雇

用創出基金事業補助金の件でございます。

　これは歳出は予算書では、公共下水道

事業特別会計の繰出金に当たっておるん

ですが、公共下水道特別会計において、

工事台帳の整理事業というのを現在も緊

急雇用創出基金を使いながら、継続して

行っております。

　ただ、この事業は、思いのほか進捗が

思わしくなく、雇用期間が１１月末ぐら

いに切れるということでございまして、

この事業をさらに延長したいということ

で、大阪府に申し入れを行いまして、年

度末までこの事業について拡大を認めて

いただいたということがこの補正の発端

でございます。

　次に、３点目の債務負担行為でござい

ます。

　まず、建物等総合管理事業でございま

すが、これは庁舎をはじめ、たくさんの

箱物の施設がございます。今回、予算計

上いたしておりますのは、５９施設でご

ざいまて、その中身でございますが、種々

ございまして、例えば、消防設備の点検

業務でございますとか、エレベーターも

ついていますのでエレベーターの保守点

検でございますとか、こういう性質のこ

まごまとした委託事業を施設をくくるこ

とによって、スケールメリットを発揮し、

経費の節減に努めるということで、スケー

ルメリットが発揮できるような性質の委

託を集めてきて、建物等総合管理という

ことで、契約をしてまいりたいというこ

との補正でございます。

　もう１点、電気保安業務でございます。

この施設数として、３３施設ございます。

これも庁舎等、箱物には電気保安業務が

必須でございますので、これもスケール

メリットが発揮できるということで、今

回、債務負担行為をあげさせていただい

て、長期継続契約を結ばせていただきた

いということでございます。

○三好義治委員長　和田課長。

○和田市民税課長　市たばこ税大阪府交

付金につきまして、ご説明いたします。

　本件につきましては、１１月中旬に大

阪府から市に対して説明があり、その内

容は総務省から市たばこ税府交付金の算

定において、全国のたばこ消費基礎人口

の求め方が法令の解釈と異なっていると

の指摘があり、適用される平成２３、２

４年度交付金を再算定すれば、課税定額

が減少し、府への交付金が増加するので、

不足分の追加交付をお願いしたいとのこ

とでございました。

　交付金につきましては、交付決定通知

作成時に府と内容を協議し、確認の上、

算定をしておりますが、総務省が改めて

見解を示されたこと及び府下で交付金を

交付している他の１市２町も同様の対応

をするとのことから、市として再算定を

行いましたところ、平成２３年度交付分

で２，４７９万９，０００円、平成２４

年度交付分で２，５０７万１，０００円

の合計４，９８７万円の差額が生じまし

たので、６月補正分の執行残額４１０万

９，０００円を差し引きました４，５７

６万１，０００円を予算計上いたしまし

た。

○三好義治委員長　市たばこ税に関して、

自販機云々の質問もあったので、答弁し

てください。

　有山部長。

○有山総務部長　現在、食堂にあります
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たばこの自販機につきましては、防災管

財課に届けが出ておりまして、その変更

についての届けが出ておりませんので、

現在も設置をしている状態でございます。

　なお、あそこに置いております業者か

らと思われる市税につきましては、現在、

１１月までの分で言いますと、通常の税

収しかあがっておりませんので、特別に

納付があるという状況ではございません。

○三好義治委員長　大橋課長。

○大橋人事課長　人事院勧告に基づきま

す現給保障制度の段階的廃止に基づきま

す補正予算のところでございます。

　これまでの経過というところでござい

ますけれども、委員おっしゃっていただ

きましたとおり、平成１７年度の人事院

勧告に基づくものでございまして、この

際、官民給与格差０．３６％の解消とい

うことで、２年ぶりの給与の引き下げと

それと期末勤勉手当は、逆にこの官民格

差の部分で０．０５か月の引き上げとい

うことが同時に行われております。

　この人勧の際に、約５０年ぶりに給与

制度の抜本的見直しというものが行われ

ました。これは何かと言いますと、給与

の水準そのものの引き下げ、それと本市

でも問題になった地域手当の創設、それ

と給与の上昇カーブと言いますか、その

あたりの若干の是正化と言いますか、そ

のあたり、それと勤務実績を給与に反映

できるようにというところの部分、この

あたりが大きな改正のポイントになって

おります。

　本市は、平成１７年度人事院勧告に基

づきまして、平成１９年度から実施をい

たしておりまして、この際、終期と言い

ますか、いつまでというのは明記されて

なかったんですけども、平成２３年度の

人勧におきまして、２か年で廃止、本市

の場合は３か年を経て平成２５年度で廃

止ということに決定をいたしております。

　今年の第１回定例会で条例改正の手続

はさせていただいたんですけども、予算

への反映が期限的に間に合わなかったと

いうことで、現在、補正ということになっ

ております。

　人数的には、一般会計で１０３名、国

保特別会計が２名、下水道特別会計が１

名、水道事業会計が８名、介護保険特別

会計が１名、合計１１５名の者がこの現

給保障の廃止の対象になっております。

　これを４月１日の６４９人という数字

で割り戻しますと、約１７．７％、２割

弱ということの数字になるというふうに

思います。

　この際に調整手当から地域手当になり

まして、１０％から６％と本市の場合は

近隣市に比べますと４％ほど低くなって

いるというところは、当時から非常に問

題になっておりまして、このあたりの考

え方というのも国のほうにもお伺いをし

てきた経過があるというふうには思いま

すけれども、なかなか本市の考え方とい

うのは、国のほうでは認めていただけな

かったということがございます。

　この４％というのは非常に大きいとい

うふうに私も認識しております。ですか

ら、このあたり給与、職員数、やはり人

件費の削減というところの部分を考える

に当たりましては、４％というのは非常

に大きい部分がありますので、一定、考

慮と言いますか、踏まえなければならな

いというふうには考えております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　最初の工事台帳整備事業

の問題ですけども、１１月末の予定で取

り組んだけれどもまとまらなかったとい

うことで、延長していきたいという中身

がありますが、なぜそうなったのかとい

うのが見えませんけども、総務常任委員
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会ですから、その範囲で少しご説明いた

だければとお願いいたします。

　市たばこ税の問題は、わかりました。

　建物等総合管理、電気保安の問題です

けども、これは今回、債務負担行為で出

ておりますけども、業者決定入札などは

どうされるのか、どういう工夫をされる

のかというのをご説明をいただければと

思います。

　人件費の問題についてです。全職員の

１７．７％が影響を受けるということで

あります。３月の第1回定例会で条例改

正が可決をされて、一定、職員の中でも

通達とか、お知らせとかやっているかも

わかりませんけども、その辺の職員に対

する徹底と言いますか、それはどうされ

たのか教えていただけませんか。

　地域手当の問題であります。少なくと

も、同じ土俵で人件費の問題についても

論議をしていくという条件整備は必要で

ありますし、今、課長がおっしゃったよ

うに、そういう立ち位置は一緒ですから、

努力をしていただきたいということで、

お願いしておきます。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　まず、１点目の下水

道の工事台帳の件でございますけど、ど

ういう作業をやっているのか申し上げま

すと、工事の内容が紙ベースでございま

す。その部分を新規に雇用した職員でもっ

て、コンピューターに入力をする作業を

していただいています。これは直営で、

臨時職員を雇用して行っているところで

ございます。

　当初、計画上は１１月末をもって完成

するということで、大阪府に申請してま

いりました。原課のお話を聞きますと、

当然ながら入力するにも工事の内容とか、

その辺をしっかり知った上で作業を進め

ていかなければならない。結構、そうい

う内容を教えるのに手間がかかるという

ことを聞いております。事業がなかなか

進捗しないということを聞いておりまし

たので、大阪府に対して変更の申請が可

能かどうか、そういうことを確かめまし

て、継続した雇用の人を再度雇用するの

じゃなく、新たにまた雇用を求めていく

のでしたら、認めますというようなお話

がございましたので、今回、補正をさせ

ていただいたということが中身でござい

ます。

　続きまして、債務負担行為であげさせ

ていただいた建物等総合管理の今後の契

約のやり方ということでございますが、

基本的に、現在、原課のほうから仕様を

とっております。仕様をとりまして、基

本的にはこれは指名競争入札、ビルメン

テナンスですので、当然ながら、実績と

いうのも重要視してまいらなければいけ

ないというふうに考えております。その

辺の実績も十分加味しながら、指名をさ

せて入札に乗せるとこういうことで、で

きましたら、平成２５年度の当初予算に

反映できるようなスピード感を持って契

約事務に臨んでまいりたいというふうに

考えております。

○三好義治委員長　大橋課長。

○大橋人事課長　これまでの職員に対す

る周知というところでございますけれど

も、この現給保障の制度がスタートした

段階から、毎回の給料の辞令の際、いた

だきます給料の比較のところに、現給保

障をされている額と、実際、新しい給料

表で置きかわっている額と、両方併記を

しておりまして、毎回、どれだけの差が

あるかということがわかるようになって

おります。

　それと、この廃止に向けては、平成２

４年度の予算執行の説明会の段階で、３

か年をかけてその保障制度については、
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廃止をするということの周知はさせてい

ただいております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　債務負担行為の問題で、

少し意見だけ言っておきます。

　先日のトンネル事故から改めて、戦後

日本の国土としての老朽化問題について、

いろんなご意見が出ています。

　設備の点検だとか、保守点検だとか、

いろんな説明されましたけども、別問題

かもわかりませんけども、そういう施設

の傷みぐあい、劣化問題という今風の課

題について、そういう視点も含めて、総

合的に要所を決めていくという中できちっ

としていただければというふうにご意見

申し上げておきます。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

　上村委員。

○上村高義委員　今の債務負担行為で若

干つけ加えて質問させていただきます。

今の説明では、５９施設の建物を総合管

理していくんだという説明でありました。

５年間で３億６，２８７万円ということ

で、年間にすると７，２５７万４，００

０円になるということであります。

　そうした場合に、平成２５年度のその

建物総合管理事業の予算というのは、５

９施設に分けてあちこちに予算計上され

るわけですよね。我々議員としては、こ

の５年間の３億６，２８７万円もチェッ

クしなければならないんですけども、年

間７，２５７万４，０００円がどういう

形で使われたのか分かるようにしてもら

わないと、予算書の全部ページをめくっ

て、集計して７，２５７万４，０００円

になるかどうかチェックしなければなら

ないんです。

　そういった意味で、この建物等総合管

理の対象施設が、どういうものかという

のを、今、二つぐらい言いましたけども、

あと５７施設あるわけです。それがどれ

かというのは我々把握してないので、そ

れはきっちりわかるようにしてほしいと

いうことと、そして中身、野口委員から

今、老朽化問題があって、こういったこ

とも視点に入れてほしいという要望があ

りましたけども、そういったことも入れ

るのか入れないのかというのもあります

し、どういったことを管理委託するのか、

そういうこともきっちり明確にしてもらっ

て、来年度予算にどう出るか、我々チェッ

クしなければならない立場なので、それ

がわかるような形にしてほしいと思うん

ですけども、今の段階ではどういうふう

に考えているのかということをお聞かせ

いただきたいと思います。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　今回、債務負担行為

をあげさせていただいた額は、あくまで

限度額でございます。今後、先ほども答

弁しましたとおり、できるだけ平成２５

年度の当初予算に間に合うスピードで契

約をすれば、平成２５年当初予算に対し

て、それぞれの施設に振った数字が出て

まいるというふうに考えております。

　以前も、上村委員から指定管理の問題

等、非常にわかりにくいのではないかと

いうご指摘をいただいておりますので、

その辺、予算書上の表記、これは各常任

委員会でまた審査をいただくわけでござ

いますが、その辺も工夫をしながら、よ

りチェックをしていただくような形にし

てまいりたいと考えております。

　あと、内容についてなんですが、これ

も建物の施設に着目して、例えば、庁舎

総合管理委託料としてしまうと、そこに

エレベーター委託料があり、例えば消防

設備点検委託料があり、窓ガラス清掃委

託料がありと、非常に内容が細かく分か

れております。その辺が全てを出してい
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くのがよいのか、あるいは施設ごとに管

理すべき委託料は、このぐらいかかって

おるという形で、予算上表記するのがよ

いのか、この辺についても今後検討させ

ていただきまして、表記について考えて

まいりたいと思います。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　僕が言ったことを理解

しての答弁だというふうに理解してます

けども、我々、チェックする側としては、

よりチェックしやすいような形でぜひ出

していただきたいということと、これは

委員長に要望しておきますけども、でき

ましたらそういう添付資料で説明等々が

一覧でわかるように、ぜひ、お願いした

いと思っています。

　それと、やはり今、庁舎の外壁改修を

しておりますけども、管理の中にその外

壁の劣化状況等々もきちっと点検しても

らうような仕組みにしておかないと、突

如、壊れましたということでは困るので、

その建物管理をするところには、そういっ

たこともちゃんとチェックして報告でき

るような仕組みにしておかないと、早目

の予算設定というのが、非常に突発的な

予算設定となることが懸念されますので、

そこら辺も重々注意してやっていただき

たいということを要望しておきます。

○三好義治委員長　上村委員から委員長

に要望されたので、私のほうからも要請

しますけれど、もともと債務負担行為で、

この建物等総合管理事業ということで５

９施設を一括であげていることそのもの

に対して、私、意見ありますけど、今言っ

ているような形の中で、今後、予算に反

映された段階で、改めて一括で総務常任

委員会に書類を提出することを、私のほ

うから要請しておきます。

　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　それでは、以上で質

疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１０時２６分　休憩）

（午前１０時２７分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　議案第６２号の審査を行います。

　本件について補足説明を省略し、質疑

に入ります。

　野口委員。

○野口博委員　この市税条例の一部改正

は、次の３点が中心であります。

　一つは、市税にかかわる納める側の不

利益処分等についての申し立てにかかわっ

て、行政手続条例に基づいて理由をきち

んとしてくださいと。

　もう一つは、肉用牛の売却によって得

た利益についての牛の頭数の引き下げと

いうこと。

　もう一つは、退職所得に係る個人市民

税の税額控除について、退職所得を得た

年に税金を納めるということになってま

して、その関係で、本来ならば住民税は

翌年に支払うということから、昭和４２

年から１割税額控除というのがなされて

きました。これを廃止をするという３点

であります。

　当然、国の地方税の改正ですから、自

治体として拒否できない性格の問題であ

りますけれども、そういうことを前提と

して、３点お聞かせいただきます。

　なぜ今回改正になったのかというその

背景、もう一つは、影響額など、３点目

は使い道について国からどういうお話が

あるのかという３点について、ご答弁い

ただければと思います。

○三好義治委員長　和田課長。

○和田市民税課長　まず、改正の根拠で

ございますけれども、このたびの改正に

つきましては、平成２３年度の税制改正、
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この内容が国会との情勢によりまして、

年度内成立できなかったため、平成２３

年の最終的には１１月に成立し、その内

容が決定されたわけでございます。

　全てこの３点につきましては、平成２

３年度の税制改正の内容に基づくものと

なっております。

　次に、市税に対する影響でございます

けれども、３点目の市民税の分離課税に

係る所得割額の特例につきましては、年

度間におきまして、この１０％控除の対

象について、かなり変動がございます。

過去３年間を見ましても、２，４００万

円から４，０００万円ということで推移

をしておりますので、この特例が廃止さ

れることによる市税の増収分は、その約

１０％強ということになりますので、２

５０万円から４００万円程度の増収が期

待できるのではないかと考えております。

　次に、使途につきましては、平成２３

年度の税制改正が審議されている過程で、

３・１１の東日本大震災が発生いたしま

した。平成２３年度の税制改正が年度内

に成立しなかったという流れも合わせま

して、市民税の分離課税の特例の廃止に

つきましては、１９兆円の復興対策予算

の一部として、地方公共団体の減災・防

災事業に８，０００億円の枠をつくると

いうことで予定をされておったんですけ

ども、前回の条例改正でお願いいたしま

した市民税の均等割の５００円の値上げ

分、これでは８，０００億円に対応でき

ないということで、市民税の臨時増税分

以外に、今回の措置につきましては、恒

久措置となっておりますけども、当初１

０年間、全国で１７０億円の増収という

ことで１０年間で１，７００億円、これ

を地方公共団体負担分として充てるとい

うことで決定されたということでござい

ます。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１０時３２分　休憩）

（午前１０時３３分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　議案第６３号の審査を行います。

　本件についても、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　一つだけ質問させてい

ただきたいと思います。

　公営住宅法の改正に基づいて、今回の

改正ということで、地域の自主性及び自

立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律が改正

されたということに基づいて、３段階に

分かれて改正されているということで、

本市のこの条例につきましても、過去に

平成２４年６月２９日、それから平成２

４年３月３０日と改正されてきています。

　今回は、整備基準の改正ということに

なってますけども、整理をさせていただ

く意味で、経過を追って、もう既にこの

委員会では議論されていることだと思い

ますが、私は今回からということですの

で、ちょっと前段の部分も踏まえて整理

させていただきたいと思います。ちょっ

と説明をお願いできますでしょうか。

○三好義治委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　市営住宅の条例に

関しましては、昨年３月に三島団地の建

設がございまして、それにかかわりまし

て、従来の鯵生野団地、鳥飼野々団地の

廃止と、それから三島団地の追加でござ

いました。それにかかわりまして、この

公営住宅法の見直し、地域の自主性及び

自立性を高める改革の推進を図るための
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関係法令の整備についてということで、

公営住宅法の改正に伴って、公営住宅法

に文言がございました文言が削除となり、

地域の自主性ということで、本市条例に

追加記載するものでございますが、その

昨年、三島団地の建設がございましたの

で、そちらの入居に関しまして、まず、

収入基準につきまして、前回、条例の中

で追加させていただきました。

　それは、当面、三島団地の入居者の資

格を縛るものになりますので、そちらの

ほうでさせていただいたのですが、今回、

条例の改正をあげさせていただきますの

は、市営住宅の整備基準についてという

ことで、そちらのほうも公営住宅法の内

容で削減となりましたので、今回、条例

の中に追加させていただくという改正の

内容となっております。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

　野口委員。

○野口博委員　市営住宅の条例改正とい

うことでありますけども、今議会、いろ

んな条例改正もあります。そのもとには、

ご承知のとおり昨年８月の第１７７通常

国会で成立した地方分権第二次一括法の

成立に伴うということであります。

　我が党は、国会の場で、この地方分権

の一括法について反対いたしました。そ

れはどういう理由かと言いますと、国民

の生活と権利に広範囲に影響を与える法

案について、わずかな時間でしか審議し

なかったというのが一つあります。中身

としては、今日の貧困社会の状況をつくっ

てきた、いわゆる構造改革路線を踏襲し

たものであるということです。

　同時に、国の責任で守るべきこの最低

保障、ナショナルミニマムを、社会保障

をはじめ各分野で放棄をしていると。そ

ういう点では、国民生活を支えるサービ

スの低下につながるということで、反対

をいたしました。

　中身としては、あわせて地方自治体に

さまざまな権限移譲を押しつけようとし

ています。義務づけ、枠づけの見直し、

条例制定権の拡大によって、そのいろん

な整備基準だとか、いろんな問題につい

て、従うべき基準、標準、参酌すべき基

準の三つに分類して、条例に委任化する

ということをやろうとしています。こう

いう点では、保育所の居住面積の緩和と

いうことありますけども、どんどん国の

責任が放棄され、自治体の裁量でどうに

でもできるというこういう部分も入って

いるわけであります。そういう点からし

て、国会の場でそういう態度をとったわ

けであります。

　しかし、自治体の中では、法律に基づ

いて条例を規定するわけでありますから、

そういう中で、まずお聞きしたいのは、

この参酌すべき基準について、どういう

ふうに理解をされているのかということ

であります。

　パソコンで見てみますと、いろんな条

例についての説明文の中で、参酌につい

てこういうふうに言っています。どちら

かというと問題とされるいろいろな事情、

条件等を平面的に参照するという感じを

出す場合に、多く用いられますという説

明をされているところもあるわけです。

　国がそういう姿勢で来ておりますので、

今の基準だとか、いろんな条例の中身に

ついて、低下させないために自治体とし

ての立場が特に大事になっていると思い

ます。そういう点で、この三つの基準の

受けとめについて、どういうふうに思っ

ているのかということが１点です。

　そして、市営住宅条例の改正について、

直接的にいろんな基準について規定して

います。当然、公営住宅法の関係で、現

状、動いておりますけども、この文言と
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してはいろんな例えば集会所だとか、廊

下だとか、いろんな場所について確定さ

れて、文書があります。具体的にどうい

うふうにするのかという問題があります。

先ほど申し上げましたそういう立場を堅

持して取り組みを進めていただきたいと

思うんですけども、今後、具体的にどう

いうふうに進めていくのか、以上２点に

ついてお答えいただきたいと思います。

○三好義治委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　野口委員のご質問、

参酌基準についての考え方、それから、

今回の条例の内容に伴いますそれぞれの

基準についてのご質問がございましたの

で、お答えさせていただきます。

　まず、条例改正につきまして、地方の

自主性を尊重したということで、参酌基

準があるんですが、参酌できるものとし

まして、後ほどの基準のほうにも当たる

んですけれど、例えば、気候や風土、そ

れからそれらの条件から市が独自で決め

ることができるという文言もございます。

　それから言いますと、もともとの公営

住宅法で決められている基準の中から本

市が逸脱しているものではないと考えて

いまして、結局は、公営住宅法、今回、

国交省の省令になるんですが、そちらの

文章をそのまま持ってきたという形に今

回させていただいています。

　それから、旧の基準につきましては、

実際にこの条例の下にそれぞれの基準が

ございます。旧の基準につきましては、

国交省の告示のように規定されてまして、

既に建てられています三島団地につきま

しては、それに基づいて建設しておりま

す。しかし、その後、先ほども言いまし

た整備基準が参酌基準化されたことに伴

いまして、従来の告示基準が国交省から

の事実的助言という形で公共団体には通

知されております。その助言につきまし

ては、あくまでも目安ですが、先ほども

申しましたように、気候とか風土、住宅

事情を勘案して定めるとしておりますが、

本市においては特異な条件ではないこと

から、また、近隣市、それから大阪府の

規定を参考に、この基準を採用して、今

後、要綱の策定を進める予定にしており

ます。

　ちなみに、この基準につきまして、住

宅の品質確保の推進に関する法律という

ことで、評価方式基準を採用しておりま

して、その等級を示しておりまして、何

等級にするかというのを基準に示してお

ります。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　なかなかわからん部分が

ありますけど、要は国のそういう立ち位

置がありますので、自治体としてはより

いろんな諸問題に対して、条例で委任化

して、自由に何でもできるという立場に

なるわけです。その場合に、そういう三

つの基準を設けてやるということで、条

例化がなされていると。そういう点で先

ほど申し上げたように、自治体としてど

ういうふうに中身を決めていくかという

立場は大事だと思っています。

　単純に何でもできるから、一応、基準

はありますけども、質の低下だとかを含

めて、現状よりも少なくとも悪くならな

いような立場を持たなければならないと

思いますけども、その点でどういうお考

えなのかということをお尋ねしているわ

けで、お答えをいただきたいと思ってい

ます。

　それで、条例改正でいろんな施設に言

及しています。条例改正の参考資料もあ

りますけども、いろんな建物の中の施設

の部位について条項で規定しています。

例えば、住戸内の各部だとか、共用部分

だとか、附帯施設、児童遊園と、いっぱ
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い出ています。具体的にどういう施設内

容に、寸法も含めて、そういうことはど

ういう流れで進めていくのか。というの

は、市営住宅条例の要綱を見ても、具体

的な設備基準はないわけです。今、説明

があったと思いますけども、具体的に進

めていくためには、どういう流れを持っ

ていくのかということをわかりやすい説

明をいただきたいと思います。

○三好義治委員長　有山部長。

○有山総務部長　まず、三つの国が示し

ておる、従うべき基準、標準、参酌すべ

き基準、この三つについてどのように市

としては考えているかということでござ

います。

　このもともとの地域の自主性及び自立

性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律の根本は、

各地域がそれぞれ創意工夫を凝らして自

立を目指すということが根底にあるとい

うふうに考えております。

　いわゆる義務づけ・枠づけの見直しと

いうことで、第一次の一括法の中では、

そのような文言がうたわれております。

第二次につきましては、地域主権戦略大

綱を踏まえて、関係法令の整備を図ると

いう内容になっておりまして、この第一

次が４２法律、第二次が１８８の法律を

改正し、基礎自治体への権限移譲、義務

づけ、枠づけの見直し、条例制定権の拡

大というふうな内容となっております。

　これには、過去にこの言葉が正しいの

かどうかちょっとわかりませんが、日本

の農政を痛烈に批判する言葉として、農

家は保護したが、農業は育ててこなかっ

たというような表現、これは事実かどう

かは別にして、地方制度の運営について

も同様の構図が、基本的にあったのでは

ないかというのがこの法案の裏の部分に

ある部分でございまして、地方自治を育

ててこなかった反省ということから、分

権改革が推し進められてきております。

背景にはこういうものがございます。

　それから三つの基準でございますが、

従うべき基準というものにつきましては、

国が基準を定めるのではなく、基礎自治

体が定めるというふうに決められており

まして、そういう点では意義があると考

えております。

　また、標準とされておるものでござい

ますが、これにつきましては、過去に合

理的な理由があれば、地域の実情に応じ

た基準を定めることが、今回、可能となっ

たものでございまして、国が定めた標準

というものが合理的であるのかどうか、

現実に法律に照らしますと、何十年も前

に定められた基準が、現在もなおそのま

ま生きているというものがございます。

これをそのまま踏襲することが本当に合

理的なのかどうかということがございま

すので、この標準について、地域の実情

に応じたものを定めることが可能とされ

ております。

　また、今回の住宅条例もそうなんです

が、参酌すべき基準ということで、これ

は逆に言いますと、参酌した上であれば、

つまりそれらの国が定めているものを参

考としたという意味でございますが、参

酌した上であれば、地域の実情に応じた

基準を定めることが可能とされておりま

す。このようなことから言いますと、非

常に大きな責任が基礎自治体に移譲され

てきたというふうに考えております。

　ただ、私どももそのことについて、か

なりの能力を問われることにはなります

が、能力を持った上であれば、国が定め

る基準以外に、みずからの自治体の基準

を定めることができるというような内容

であるというふうに考えておるところで

ございます。
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○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　そういう立場で頑張って

いただきたいと思いますが、いろんな条

例改正が伴うこともありますし、権限移

譲等の中身によっては人的な配置もプラ

スで必要になろうということもあります

し、そういう点で、実情に応じて国に対

してちゃんと言っていただくということ

はお願いしておきたいと思います。

○三好義治委員長　ほかありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１０時４９分　休憩）

（午前１０時５０分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　議案第６６号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　北居消防長。

○北居消防長　それでは、議案第６６号、

摂津市消防団条例の一部を改正する条例

制定の件につきまして、補足説明をさせ

ていただきます。

　なお、議案参考資料、条例関係の１８

ページに新旧対照表を記載いたしており

ますので、あわせてご参照願います。

　今回の条例改正の概要は、退団される

消防団員の方を機能別ＯＢ消防団員とし

て再任用するため、消防団員の定員を改

正するものでございます。

　この増員の目的は、消防団員のサラリー

マン化が進む中、昼間帯の地域消防力を

強化するための施策として、また数々の

火災現場経験を持っておられるベテラン

消防団員から後輩団員への知識や技術の

伝承といった課題にも対応するための施

策であります。

　改正の具体的内容といたしましては、

摂津市消防団条例第３条につきまして、

現行条例４１０人と定めております消防

団員の定数を４４０人とし、第３条第１

項第２号で定めております従事すべき消

防事務の範囲を限定して任用する機能別

消防団員を５０人から８０人とし、３０

人増員いたすものでございます。附則と

いたしまして、この条例は平成２５年４

月１日から施行するものであります。

　以上、議案第６６号の補足説明とさせ

ていただきます。

○三好義治委員長　説明は終わり、質疑

に入ります。

　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　この機能別消防団員の

人数を５０人から８０人ということで、

先ほどご説明がありましたけども、この

機能別消防団員が退職をされて、ＯＢに

なって、なおかつ機能別消防団員として

残るというふうに解釈をすればいいのか

どうかということを聞かせてください。

○三好義治委員長　納家課長。

○納家消防本部総務課長　まず、機能別

ＯＢ団員についてのご質問でお答えいた

します。

　まず、このＯＢ団員につきましては、

今年度に退職された消防団員に限って、

ＯＢ団員として、次の年からＯＢ団員と

して機能別消防団員として迎える制度で

あります。

○三好義治委員長　熊野次長。

○熊野消防本部次長　今、ご質問の機能

別消防団員から機能別消防団員というご

質問ですが、今回の定数の変更について

は、基本分団である２９分団の中の方か

らやめられた団員の中で、任意でご協力

いただける方に、各分団の所属のところ

で、またもう一度、昼間帯に活躍いただ

けるようなお手伝いをいただくという基

本概念でございます。

　機能別分団として、今、３分団ありま
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すが、そこの団員の方については、やめ

られたら、そのままその時点で退職とい

うことです。

　今地元でおられる基本分団、２９分団

の中の退職された中で、協力いただける

方とご理解していただきたいと思います。

○三好義治委員長　基本分団を退職され

てＯＢになると、それが機能別分団員と

いう名称に変わるということで、そういっ

たことでよろしいですね。

　ほか質問ありませんか。

　野口委員。

○野口博委員　最初、消防職員のＯＢと

思っていたんですけども、そしたら、消

防団員が退職する場合の条件は何ですか。

また、ＯＢとして再登録していただいて

頑張っていただくというその辺のやめて

また云々という流れが理解できないんで

すけども、わかりやすい説明をいただき

たいと思います。

○三好義治委員長　熊野次長。

○熊野消防本部次長　摂津市内に２９の

基本分団があるんですが、各分団によっ

て、定年とかが６０歳越えてもやってお

られる分団もありますし、４５歳ぐらい

で定年を迎えて、その分団を退職される

方も地域の分団によってございます。

　その中で、今、分団員のなり手の方が

ないというところもございますし、６０

歳になってもまだ家の近くでいらっしゃっ

たら、日中、サラリーマン化されている

消防団員で人数が少なかったら、１人で

もサポートしていただいたり、また技術

的なご指導をしていただけたら、災害時

のみの活動ということで、通常の訓練、

出初め式には関係なく、地域の分団で、

地域のところで、６０歳の方もいらっしゃ

いましたら、５５歳、４５歳の方もいらっ

しゃいます。そこで残られる方で任意の

もとににお手伝いに来ていただくという

ことが基本概念でございます。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　機能別消防団と基本分

団との差というのは何かということが気

になるんですけども、基本分団の消防団

員は３６５日、２４時間、いつでも火事

があったら出る体制をとっているという

ことになりますけども、機能別分団につ

いては、その辺のしばりがあるというこ

とが非常に気になるんですけども、前は

ある時間規制がありました。この時間が

対象だということも耳にしていましたの

で、そのことの違いは、消防団はいろい

ろ地域の活動にも出ますし、非常時の３

６５日、２４時間、いつでも出動できる

体制をとっているということであります

けど、機能別分団になっても、そのこと

は変わらないのかということですか。

○三好義治委員長　熊野次長。

○熊野消防本部次長　消防団条例により

ますと、第３条第２号では、従事すべき

消防事務の範囲を限定して任用される消

防団員を機能別消防団員とうたって、今

現在、ダイキン工業様、カネカ様、芦森

工業様で車両と一緒に機能別消防団員と

して、時間を日中の会社の仕事に従事し

ている時間帯としておりますが、今回の

ＯＢ団員制度につきましては、その時間

として、通常、月曜から金曜の昼間帯を

想定して、団員のいない時間の補強とし

ていらっしゃるということで、ひょっと

したら、それは深夜の時間帯に近所であ

れば、出てこられる場合もあろうと思い

ますけども、通常、昼間帯、手薄な時間

帯の基本分団の団員のサポートなり、支

援なりをしていただく、でも夜中になっ

てもひょっとしたら、出ていただける方

がいらっしゃいましたら、それはそれで

また支援していただくＯＢ団員になろう

かと思いますけども、基本はサラリーマ
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ン化でちょっと手薄な時間である昼間帯

のところで、地域の分団の方のお手伝い

をしていただく、ご支援していただくと

いうご理解でお願いしたいと思います。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　ということですと、機

能別分団という団じゃなくて、今、消防

団があって、あなたが機能別分団員です

よというふうな指名の仕方というふうに

理解すればいいんですね。そうじゃなかっ

たら、消防長がおって、消防団長がおっ

て、指揮命令系統があった場合に、Ａ消

防団があって、その横に機能別消防団が

あったら、指揮命令は、これは違ってく

るんです。そうじゃなくて、Ａ分団の中

のあなたは機能別消防団員ですとお願い

して、その指揮命令下に入るという理解

でいいんですね。

○三好義治委員長　熊野次長。

○熊野消防本部次長　今、ご質問のとお

り、各分団には分団長、副分団長、部長、

班長、団員と階級がございます。その中

でＯＢになられた方でご協力いただける

方は、機能別ＯＢ団員としてご協力いた

だきますので、その分団の分団長の指揮

命令下で活動しただけるものと思ってお

ります。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１１時　　　休憩）

（午前１１時２分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　討論なしと認め、採

決します。

　議案第５４号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第６２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第６３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第６６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　これで、本委員会を閉会します。

（午前１１時３分　閉会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　総務常任委員長　　三　好　義　治

　総務常任委員　　　三　宅　秀　明
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